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日本私立大学協会 

私立大学ガバナンス・コード＜第 2.0 版＞ 

「点検結果報告書」 

 

共通様式 

 

①法人名称 学校法人常翔学園 

②設置大学名称 摂南大学 

③担当部署 内部監査室 

④問合せ先 Kansa@josho.ac.jp 

⑤点検結果の確定日 2025 年 7 月 9 日 

⑥点検結果の公表日 2025 年 9 月 10 日 

⑦点検結果の掲載先 URL https://www.setsunan.ac.jp/about/disclosure/ 

⑧本協会による公表 承諾する 否認する  

 

【備考欄】 

2025 年 6 月 1 日を点検基準日としています。 
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様式Ⅰ 

 

Ⅰ－Ⅰ．「基本原則」及び「原則」の遵守（実施）状況の点検結果 

基本原則・原則 遵守状況 

基本原則１ 自主性・自律性の確保（特色ある運営） ○ 

原則１－１ 建学の精神等の基本理念に基づく教学運営体制の確立 ○ 

原則１－２ 中期的な計画の策定方針の明確化及び進捗管理 ○ 

基本原則２ 公共性・社会性の確保（社会貢献） ○ 

 原則２－１ 教育研究活動の成果の社会への還元 ○ 

 原則２－２ 多様性への対応 ○ 

基本原則３ 安定性・継続性の確保（学校法人運営の基本） ○ 

 原則３－１ 理事会の構成・運営方針の明確化 ○ 

 原則３－２ 監査機能の強化及び監事機能の実質化 ○ 

 原則３－３ 評議員会の構成・運営方針の明確化 ○ 

 原則３－４ 危機管理体制の確立 ○ 

基本原則４ 透明性・信頼性の確保（情報公開） ○ 

 原則４－１ 教育研究・経営に係る情報公開 ○ 

 

Ⅰ－Ⅱ．遵守（実施）していない「基本原則」の説明 

該当する基本原則 説明 

  

 

Ⅰ－Ⅲ．遵守（実施）していない「原則」の説明 

該当する原則 説明 
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様式Ⅱ 

 

Ⅱ－Ⅰ．「原則」の遵守（実施）状況の判断に係る「実施項目」の取組状況 

原則１－１ 建学の精神等の基本理念に基づく教学運営体制の確立 

実施項目１－１① 説明 

建学の精神等の基本

理念及び教育目的の

明示 

本学では「建学の精神」のほか、建学の精神に依拠した「教育の理

念」と「教育の目的」を定め、大学のホームページなどで広くステー

クホルダーに対して明示している。 

このほか、建学の精神を踏まえ、入学生に対して「自校教育」を実

施。冊子を制作し入学時に全員に配付している。 

さらに学園の大宮校地（大阪市）に学園建学の精神と設置各学校の教

育・研究活動を伝える施設として「常翔歴史館」を開設。常設展示室

を設け、学園建学に至る背景から社会に有為な人材育成に向けた事業

活動を映像や展示物により紹介している。  

〔関連サイト URL〕 

https://www.setsunan.ac.jp/about/introduction/  

https://www.josho.ac.jp/ayumi/         

実施項目１－１② 説明 

「卒業認定・学位授

与の方針」、「教育課

程編成・実施の方

針」及び「入学者受

入れの方針」の実質

化 

毎年、学長方針（基本方針、主要課題、主要課題に対する具体的な施

策・指標を中心に構成）および教育に関する方針（授業方法、教育体

制、教員への具体的な依頼事項を中心に構成）を示しており、これら

の方針を教育活動において達成することで三つのポリシーを実質化さ

せるとともに教育の質の向上に努めている。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.setsunan.ac.jp/faculty/teaching/policy/ 

https://www.setsunan.ac.jp/faculty/teaching/policy/gakushikate

i/ 

https://www.setsunan.ac.jp/about/introduction/policy/ 

実施項目１－１③ 説明 

教学組織の権限と役

割の明確化 

建学の精神等の基本理念に沿い、学長の方針・意思の伝達を行うた

め、大学組織を見直し、大学・大学院運営会議の他、学長戦略会議を

設置。教育推進会議・研究推進会議を含めトップ・マネジメント体制

を強化している。 

学長補佐体制については、寝屋川キャンパス担当、枚方キャンパス担

当副学長 2 名、学長補佐 1 名を配置し、各キャンパス運営を実施して

いる。 

学部長（研究科長）は、大学・大学院運営会議に参加し、学長方針お

よび意向を各学部構成員に共有し、責任をもって、教育目的を達成す

るための管理運営を継続し、実施している。 

大学・大学院運営会議にて審議・報告された議案等については、各学

部の教授会にて情報共有し、教学運営を円滑に進めている。 

実施項目１－１④ 説明 

教職協働体制の確保 学長方針の実現・実質化のために実施している学長戦略会議において

「大学改革のためのアクションプラン」および「大学改革重点課題」

が策定され、大学・大学院運営会議を通じて全教職員に共有されてい

る。共有された本学が抱える課題について、解決・改善に向けた取組

みが PDCA サイクルとして実行する体制を継続し実施している。 

全学的な教学事項を審議する全学教務委員会や教育推進戦略などを協

議する教育推進会議の構成員には、事務職員もメンバーとなり、組織

的な協働体制を確保している。   

学生の修学指導は主に教員が役割を担っているものの、学籍異動を伴
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う対応が必要になった場合は、事務職員も学生との修学指導面談に参

画し、教員と事務職員が連携を取って、学生の修学計画の支援にあた

っている。 

実施項目１－１⑤ 説明 

教職員の資質向上に

係る取組みの基本方

針・年次計画の策定

及び推進 

摂南大学 FD 推進委員会において、年間の活動計画を策定した上で、

「学生による授業アンケート」「全学 FD研修」「全学 FD セミナー」

「全学 FD フォーラム」等を実施し、教員個々の授業改善や学部・大

学院における組織的な FD 活動を推進している。 

FD 推進組織として摂南大学 FD 推進委員会を設置し、教員個々の教授

能力と教育組織としての機能の高度化に向け、恒常的に検討を行い、

教育改善に対する組織的取組みを進めている。   

SD については、教員・事務職員向けの研修会を実施して資質向上を

図っている。SD に資する外部研修プログラム等の情報を積極的に収

集し、有用なものがあった場合には広く学内に周知している。事務職

員は、人事制度に沿った階層別研修を軸にした年次計画を定め、業

務・役割・資質を向上させるための研修を実施している。 

原則１－２ 中期的な計画の策定方針の明確化及び進捗管理 

実施項目１－２① 説明 

中期的な計画の策定

方針の明確化及び具

体性のある計画の策

定 

学園全体の 15 か年にわたる長期ビジョンを策定しているほか、長期

ビジョンを達成するため 5 か年の中期目標・計画を策定している。中

期目標・計画は担当部局や数値目標やその設定根拠を明記し、実現可

能性や具体性を持たせている。 

実施項目１－２② 説明 

計画実現のための進

捗管理 

中期目標・計画は毎年度末に達成度評価・報告を行い、学園内の事業

策定会議での報告を行ったのちに、全教職員が閲覧できる教職員用ポ

ータルサイトで情報を公開、適切な法人運営・大学運営に努めてい

る。 

中期目標・計画は日本高等教育評価機構（JIHEE）の大学評価基準を

顧慮のうえ、単年度ごとの具体的な施策を実行しつつ、毎年度達成状

況の把握や社会の変化に対応した追加施策を検討し実行している。 

原則２－１ 教育研究活動の成果の社会への還元 

実施項目２－１① 説明 

社会の要請に応える

人材の育成 

「世のため、人のため、地域のため、理論に裏付けられた実践的技術

をもち、現場で活躍できる専門職業人を育成する。」という建学の精

神に基づいて人材育成を行い、社会の要請に応じた学びの機会を提供

している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.setsunan.ac.jp/about/introduction/spirit/ 

https://www.setsunan.ac.jp/about/introduction/philosophy/ 

実施項目２－１② 説明 

社会貢献・地域連携

の推進 

学舎建設時には、高効率の設備の導入、消費電力を抑えた機器の選

定、断熱建材を採用しての空調負荷の低減など省エネルギーにより環

境に配慮した取組みを行っている。また、摂南大学環境方針に基づく

環境保護にかかる全学的な取組み、省エネルギー推進委員会によるエ

ネルギー使用量適正化のための点検および構成員への啓発活動を実施
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している。 

地方自治体に対して、地域課題の解決に向けた調査・分析の考え方や

手法に関する助言を行い、将来予測、戦略立案、施策提案を支援する

ことで、地域連携および産官学連携の結節点としての機能を担ってい

る。 

産業界に対しては、教員の学術的・専門的知見を活用し、委託研究、

共同研究、学術指導等を通じた連携を推進している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.setsunan.ac.jp/about/activity/smart-campus/ 

 

原則２－２ 多様性への対応 

実施項目２－２① 説明 

多様性を受容する体

制の充実 

人権侵害の防止相談窓口、障がい学生修学支援に関する指針（ガイド

ライン）を大学ホームページで公表し、多様な背景を持つ学生を受け

入れる学内環境・体制を整備している。 

教員に関して、多様な人材の活動を多角的かつ適切に評価するため、

教員活動評価制度を設けている。当該制度は担当委員会により随時見

直しを行い、継続的に改善を図っている。 

事務系職員の役職者の女性割合を高めることなどを記載した「学校法

人常翔学園行動計画」に基づき、意欲のある女性が活躍し続けられる

組織づくり、仕事と生活の両立支援等の取組みを推進し、大阪府男女

いきいきプラスの認証を受けている。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.setsunan.ac.jp/campus-life/campus-life/human-

rights/ 

https://www.setsunan.ac.jp/about/activity/ds_policy/ 

実施項目２－２② 説明 

役員等への女性登用

の配慮 

基準日時点において、女性の役員は不在である。役員等への女性の登

用により、多様性・創造性・信頼性等の向上が期待され、意思決定の

質の向上にも寄与することが考えられるため、今後は積極的な女性登

用を検討したい。 

原則３－１ 理事会の構成・運営方針の明確化 

実施項目３－１① 説明 

理事の人材確保方針

の明確化及び選任過

程の透明性の確保 

理事の選任に当たっては、私立学校法第 31 条に規定する資格および

構成に関する要件を遵守しなければならない旨を寄附行為に定めてお

り、その通りに実行している。 

また、理事の選考から選任までの手続きは理事選任機関が行い、同機

関の構成や取扱い事項は、寄附行為および役員選考手続規定に定めて

いる。なお、同機関が選考した理事候補者は、あらかじめ理事会およ

び評議員会の意見聴取を行うなど、より選任過程の透明性を確保して

いる。 

実施項目３－１② 説明 

理事会運営の透明性

の確保及び評議員会

との協働体制の確立 

理事会および理事の職務ならびに理事会の運営については寄附行為に

定めており、その通りに実行している。寄附行為において、理事長・

代表業務執行理事・業務執行理事の職務を明記し、さらに理事は、法

人、総務、財務、施設、労務、広報等、必要に応じて職務分担を定め

ている。また、理事会での議決時には挙手により意思表示を行い、よ

り責任の明確化に努めている。 
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評議員会の決議および意見聴取事項については寄附行為に定めてお

り、その通りに実行している。理事会の決議および評議員会の決議を

必要とする事項について、相互の決議が異なる場合における理事会お

よび評議員会の協議については寄附行為に定めている。また、評議員

会における役員の出席および説明責任についても寄附行為に明記し、

運営の透明性を確保している。 

実施項目３－１③ 説明 

理事への情報提供・

研修機会の充実 

定期的に理事会において財務状況、学生生徒募集状況等に関する研

修・勉強の機会を設けており、学園設置学校の近況等も随時報告・情

報共有している。また、新学部開設時や新棟竣工時には、見学会等の

開催も行っている。 

原則３－２ 監査機能の強化及び監事機能の実質化 

実施項目３－２① 説明 

監事及び会計監査人

の選任基準の明確化

及び選任過程の透明

性の確保 

監事および会計監査人の選任については寄附行為に定めており、その

通りに実行している。監事は評議員会の決議によって選任され、監事

の独立性を確保し、かつ、利益相反を適切に防止することができる者

を選任する旨を寄附行為に定めている。また、会計監査人は、選任に

かかる評議員会への議案の内容決定を監事の過半数合意により行う旨

を寄附行為に定め、評議員会で議決する前に理事会でも審議を行う

等、より選任過程の透明性を確保している。 

会計監査人選任に係る議案の決定にあたっては、選任基準（①専門性

と経験の有無､②独立性の担保､③守秘義務と信頼性､④法律遵守とガ

イドライン適用能力､⑤長期的協力関係の構築が可能かどうか､⑥会計

監査人の報酬）を定め、候補者である監査法人の概要等が記載された

資料や監査報酬の見積書等について、基準項目に照らし合わせたうえ

で判断している。 

実施項目３－２② 説明 

監事、会計監査人及

び内部監査室等の連

携 

内部監査室とは概ね月 1 回の情報共有・意見交換会を開催し、監査法

人とは、年 4 回、監査計画、監査状況の経過そして監査結果の報告・

共有、意見交換を行うなど、三様監査体制を堅持し、監査機能の充実

を図っている。 

実施項目３－２③ 説明 

監事への情報提供・

研修機会の充実 

内部統制システムに関する基本方針に基づき、理事会・評議員会、法

人本部や各学校の重要会議に係る資料の閲覧・質疑を行っているほ

か、会議に出席・モニタリングを行い、リスクマネジメントを実践す

る体制を敷いている。 

また、各種セミナーへの参加（オンライン）や動画視聴により、監査

業務に関する知識修得に努めている。このほか、監事間での勉強会や

他大学監事との情報交換を行うなどして監査精度の向上を図ってい

る。 

加えて、監事業務をサポートする監事室からも文部科学省や他大学等

の情報（近況等）を WEB から入手・提供し、共有している。 
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原則３－３ 評議員会の構成・運営方針の明確化 

実施項目３－３① 説明 

評議員の選任方法や

属性・構成割合につ

いての考え方の明確

化及び選任過程の透

明性の確保 

評議員の定数は寄附行為に基づき、本法人の職員（8人）、本法人の設

置学校の卒業者（8 人）およびこの法人に関係ある者または学識経験

者（8 人）の合計 24 人である。評議員の選任は、評議員の年齢、性

別、職業等に著しい偏りが生じないよう配慮して行う旨を寄附行為に

定めており、その通りに実行している。 

また、評議員の選考から選任までの手続きは評議員選任委員会が行

い、同委員会の構成や取扱い事項は、寄附行為および評議員選考手続

規定に定めている。なお、同委員会が選考した評議員候補者は、理事

会および評議員会の意見聴取を行うなど、より選任過程の透明性を確

保している。 

実施項目３－３② 説明 

評議員会運営の透明

性の確保及び理事会

との協働体制の確立 

評議員会および評議員の職務ならびに評議員会の運営については寄附

行為に定めており、その通りに実行している。評議員会での議決およ

び意見聴取時には、議長から全評議員に対して意見を求め、より責任

の明確化に努めている。 

評議員会の決議および意見聴取事項については寄附行為に定めてお

り、その通りに実行している。理事会の決議および評議員会の決議を

必要とする事項について、相互の決議が異なる場合における理事会お

よび評議員会の協議については寄附行為に定めている。また、評議員

会における役員の出席および説明責任についても寄附行為に明記し、

運営の透明性を確保している。 

実施項目３－３③ 説明 

評議員への情報提

供・研修機会の充実 

全評議員に対して評議員会開催 1 か月前に開催案内を、そして 1 週間前

には議事日程および資料を発送している。また、評議員会における審議・意

見聴取が円滑に進むよう、適宜評議員への情報提供を行っている。 

評議員会では、学園設置学校の近況等も随時報告・情報共有している。ま

た、新学部開設時や新棟竣工時には、見学会等の開催も行っている。 

原則３－４ 危機管理体制の確立 

実施項目３－４① 説明 

危機管理マニュアル

の整備及び事業継続

計画の策定・活用 

大学の各校地に防火・防災管理委員会を置き、毎年年度当初に消防計

画を作成、防火・避難施設、消防用設備等の点検・維持管理等につい

て審議する体制を整えて、防災訓練等も実施している。 

災害が発生した際の建物ごとの被害を想定し、災害時の行動マニュア

ルは、毎年見直し、改訂している。当該マニュアルは、全教職員の閲

覧に供し、学生に対しては、各自スマートフォン等への「災害時行動

マニュアル」のダウンロードを周知し、地震、火災、安否. 確認、帰

宅判断の目安、伝言ダイヤルの使用方法、学内避難の意識付けを行っ

ている。 

法人本部では、理事長はじめ役員、課長職以上の者、また各学校では

学校長と庶務担当部課長による「緊急連絡網」「緊急体制」を整備

し、早期復旧のための体制を構築している。 

実施項目３－４② 説明 

法令等遵守のための

体制整備 

新任教員対象のオリエンテーションにおいて、学園が発行するコンプライア

ンスカードを配付し、法令および学園行動規範の遵守を意識づけている。ま

た、すべての教育・研究活動、業務に関し、法令、寄附行為、学則および諸

規定を遵守するよう、学内共有サイトでの周知等組織的に取り組んでいる。 

渉外室が学内窓口を担当し、併せて外部窓口を法律事務所に設置して公
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益通報者保護法に基づく運用を実施している。運用方法はホームページで

学内外に公表している。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/official/koudoukihan.html 

https://www.josho.ac.jp/official/kouekitsuuhou.html 

原則４－１ 教育研究・経営に係る情報公開 

実施項目４－１① 説明 

情報公開推進のため

の方針の策定 

情報公開の対象者、方法、項目等を定め、ホームページ等を通じて公

開している。教育・研究に関する情報や財務情報など、法令で定めら

れた項目を公開している。 

また、寄附行為に、公開すべき内容、書類、方法等を定め、ホームペ

ージで遅滞なく公表している。さらに、財務情報公開規定を制定し、

事業報告書も含めて、公開書類を定め、学校法人が公共性を有する法

人としての説明責任を果たし、関係者の理解と協力を一層得られるよ

うにしている。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.setsunan.ac.jp/about/disclosure/ 

実施項目４－１② 説明 

ステークホルダーへ

の理解促進のための

公開の工夫 

「大学案内」などの受験生向け冊子、設置法人の常翔学園広報誌

「FLOW」など、教育研究、学生生活全般にわたる幅広い情報を発信し

ている。法令で定められた情報の公開だけにとどまらず、大学ホーム

ページや SNS を利用し、随時情報発信を行っている。また、学内外に

対する各種説明会、懇談会を定期的に開催し、幅広い質問や要望にも

迅速かつ丁寧に対応できる体制を整えている。 

〔関連サイト URL〕 

https://www.josho.ac.jp/flow/ 

https://www.d-

pam.com/setsunan/2514140/index.html?tm=1#target/page_no=1 

Ⅱ－Ⅱ．「実施項目」に記載の内容とは異なる独自の方法により、「原則」を遵守し

ていると判断した場合の取組内容 

該当する原則 説明 

  

 


